
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方

 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE MEISEI ELECTRIC CO., LTD

最終更新日：2015年7月1日
明星電気株式会社

代表取締役社長 石井 潔

問合せ先：総務人事部 0270-32-1111

証券コード：6709

http://www.meisei.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、当社グループが法と社会倫理に基づいて行動し、コーポレートガバナンスの実効性を高め、企業価値の向上に資することを目的として内
部統制の基本方針を策定し、企業理念の実現に向けて、一層の経営の透明性と情報公開に努めてまいります。 
＜企業理念＞ 
 ・私たちは、独自のSensing＆Communication技術により、革新的な商品・サービスを創造し、安全・安心な社会の発展に貢献していきます。 
＜経営方針＞ 
 上記企業理念に基づき、次の長期ビジョンを実現していきます。 
 １．世界の人々のより豊かな生活の実現をめざし、生活環境・地球環境・宇宙環境の監視、保全、活用に貢献するグローバルな企業となります。
 ２．明星電気の有する独自の物づくり力とＩＨＩグループの広範囲にわたる事業とを結び付け、世界トップレベルの商品・サービスを創出します。 
 ３．明星電気社員は、誇りを持ち互いに尊敬しあえるプロフェッショナルとして社会への貢献、夢の実現に向けて常に挑戦しつづけます。 
＜監視・監督の体制＞ 
 （１）取締役会 
  取締役会は取締役６名（内、社外取締役２名）と監査役４名（内、社外監査役３名）で構成されており、月一回 
  の定例取締役会の他、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に関す 
  る重要事項を決定すると共に、業務執行状況を逐次監視しております。 
 （２）監査役会 
  監査役会は、常勤監査役 1名及び社外監査役 ３名 計４名で構成されています。監査役は株主の負託を受けた独立の機関として、取締役会
その他の重要な会議等に出席し職務執行を監査し、また年間の業務監査計画に基づき全業務部門の業態監査を実施しております。   
 （３）会計監査 
  当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、法律の規定に基づいた会計監査を実施します。 
 （４）執行役員制度の導入 
  当社は執行役員制度を導入しており、経営の効率化と責任の明確化を図っております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社ＩＨＩ 67,720,000 50.99

日本電気株式会社 2,634,772 1.98

荒井 忍 2,589,000 1.94

日本証券金融株式会社 1,311,000 0.98

丸栄ハウジング株式会社 1,050,000 0.79

野村証券株式会社 835,000 0.62

ヒロヨコ山合資会社 800,000 0.60

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 737,000 0.55

有限会社荒井経済研究所 714,000 0.53

クレディ スイス アーゲー チューリッヒ レジデント トウキョウ 710,000 0.53

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 株式会社ＩＨＩ （上場：東京、名古屋、札幌、福岡） （コード） 7013

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第二部



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

親会社およびそのグループ会社との取引金額ないし取引条件の決定方針については、市場価格等を勘案して、一般の取引条件と同様に完全に
独立して決定しており、少数株主に不利益を与えることがないように適切に対処しております。 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数 1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

橋本英人 他の会社の出身者 ○ ○ ○

山下 守 他の会社の出身者

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

橋本英人  
当社の親会社である株式会社ＩＨＩの従業 
員であります。

橋本英人氏は、株式会社ＩＨＩにおいて高度情
報マネジメント統括本部管理部長を務めるなど
長年にわたり同社の管理職として経営を補佐
されており、同氏に当社の社外取締役となって
いただくことにより、その経歴を通じて培われた
経験と見識をもとに当社の経営に対する適切
な監督を行っていただくとともに、当社の取締
役会の活性化および監督機能の強化に貢献
いただけるものと期待できるためであります。

山下 守 ○ 独立役員

山下守氏は、日本電気株式会社において執行
役員を、日本アビオニクス株式会社で代表取
締役執行役員社長を務めるなど、長年にわた
り経営に携わられており、その経歴を通じて培
われた経営の専門家としての経験と見識をも
とに当社の経営に対する適切な監督を行って
いただくとともに、当社の経営全般に助言を頂
戴することによりコーポレート・ガバナンス強化



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

に寄与していただけることから社外取締役に選
任しております。また、同氏は東京証券取引所
の規定する独立性基準に抵触しておらず、一
般株主と利益相反が生じるおそれがないと判
断し、同氏を独立役員として選任しておりま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役と会計監査人は、当社およびグループ会社における監査体制、監査計画、監査実施状況等についての意見交換を年５回行っております。
監査役と内部監査部門（内部監査室）の間では必要な情報交換や意見交換を行っております。 
また、内部監査部門（内部監査室）は、当社およびグループ会社の業務監査結果を監査役に報告しております。 
 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数 2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

入澤 武久 弁護士

並木 繁和 他の会社の出身者 ○ ○ ○

中村 明弘 公認会計士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

入澤武久氏は、弁護士としての専門知識、経 
験を有しており、その専門性と経験を当社監査
機能強化に活用して頂くため、また、会社経営
に関する諸事項について法務的観点から意 



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

入澤 武久 ○
辯護士 
独立役員

見・提言を行っていただくことができることか 
ら社外監査役に選任しております。また、同氏 
と当社の間で顧問契約は締結しておらず、取 
引所が定める独立要件を充足した一般株主と 
利益相反が生じるおそれのない独立性の高い
社外監査役であるため、独立役員として選定し
ました。

並木 繁和  
当社の親会社である株式会社ＩＨＩの従業 
員であります。

並木繁和氏は、株式会社ＩＨＩにおいて経営企
画部グループ経営企画グループ主幹を務める
など長年にわたり同社の管理職として経営を
補佐されており、その経歴を通じて培われた経
験と見識をもとに社外監査役としての職務を適
切に遂行できるものと判断したためでありま
す。

中村 明弘 ○ 独立役員

中村明弘氏は、公認会計士・税理士として専
門的な知識・経験等を有しており、その専門性
と経験を当社監査機能強化に活用して頂くた
め、また、当社の健全な経営に活かすために
社外監査役に選任しております。また、同氏は
東京証券取引所の規定する独立性基準に抵
触しておらず、一般株主と利益相反が生じるお
それがないと判断し、同氏を独立役員として選
任しております。

独立役員の人数 3 名

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

制度導入については、現在検討中であります。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

開示手段  有価証券報告書、事業報告 
開示状況  全取締役の総額を開示 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

2014年度の全取締役の総額および全監査役の総額を以下の通り開示しております。 
 
区分         人数    当期の支払報酬額    株主総会で定められた報酬限度額 
取締役        ６名         ７７百万円      年額２００百万円 
（うち社外取締役） (２名)        （ ０百万円） 



【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

監査役        ３名         １３百万円      年額  ３６百万円 
（うち社外監査役） （２名）       （ ２百万円） 
 
（注）上記には、平成２６年６月２６日開催の第１０１回定時株主総会終結の時をもって退任した社外取締役１名が含まれています。 

各社外取締役および社外監査役に対して総務人事部より取締役会開催の通知および事前に資料の送付をしております。 

現状の体制の概要 
 当社は会社の機関として取締役会、監査役会、会計監査人を設置しております。 
 
・取締役会 
 取締役会は取締役６名（内、社外取締役２名）と監査役４名（内、社外監査役３名）で構成されており、月一回の定例取締役会の他、必要に応じ 
て機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定めれられた事項や経営に関する重要事項を決定すると共に、業務執行状況を逐次監督しておりま 
す。社外取締役には、より視野の広い客観的な見地から経営に対し的確な助言を頂いております。 
・監査役会 
 当社の監査役会は、常勤監査役１名、社外監査役３名により構成されております。 
監査役は取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し取締役の職務遂行状況を常に監督する体制となっております。 
社外監査役は、社外監査役としての能力、人格および識見に優れ、監査業務についての十分な知識・経験を有しています。 
・会計監査人 
会計監査人は、平成２６年７月より、新日本有限責任監査法人と監査契約を結んでおり適正な会計監査を実施します。 
・コンプライアンス 
当社はコンプライアンス委員会を設置しており、コンプライアンス教育の拡充を進め、コンプライアンスの徹底を図るとともに、内部通報制度では 
社外のコンプライアンスホットラインへ通報できるものとなっています。 

上記のとおり監査役の有効な監督機能により、現状の体制で適正なガバナンスが十分に確保されているため 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 多数の株主様に出席いただくため「集中日」を避けて開催しております。

その他
定時株主総会は、議事要領や報告等のご説明をビジュアル化（製品写真・図表・グラフを多 
用）して行い、出席株主の方へ判りやすいご報告やご説明に努めております

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

IR資料のホームページ掲載
ＩＲプレスリリース一覧、経営方針、品質・環境方針、株式情報、決算資料 
（決算短信）、公告を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

明星電気グループ基本行動指針において規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
品質・環境方針を制定し、全社掲示をしております。また明星電気グループ基本行動指針にお 
いて「私たちを取り巻く人々や社会・環境に対する責任」を規定し、それに基づき活動しておりま 
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社は、当社グループのコーポレート・ガバナンスの実効を高め、もって企業価値向上に資することを目的として、会社法（平成１７年法律第８６ 
号）の規定により取締役会に委任された「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確 
保するために必要な体制」に関する基本方針を定めております。その具体的な内容は以下のとおりであります。 
 
 
１．取締役・従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 
  取締役会は、職務執行において法令および定款に適合することを確保するため、関連する規程を制定し、取締役・従業員はこれらを遵守す 
  る。  
  取締役は、職務執行にあたっては業務の実態に即した実施体制を整備するとともに、職務執行が適正に行われていることを監査するための 
  体制を整備する。 
  （１）規程の整備 
     「明星電気グループ基本行動指針」等、取締役・従業員が法令等、職務を執行するうえで必要となるルールや手続きを整備する。 
  （２）コンプライアンス活動体制 
     コンプライアンスに関する活動は、「コンプライアンス委員会」が当社グループ共通の活動方針を策定し、各部門の活動計画や全社への 
     教育を通して従業員に展開する。 
  （３)活動状況の確認と是正のための体制 
     各部門の業務の実態を把握し、これを検証・評価することにより、それらの適正を確保するための内部監査制度を設け、各部門から独立 
     した部門である内部監査部門として「内部監査室」を設置し、監査結果について適宣取締役会に報告する。また、内部通報制度として 
     「コンプライアンス・ホットライン」の相談・通報の窓口を社内外に設けることで、自浄作用を発揮し、コンプライアンス違反を未然に防ぐため
     の体制を整備する。 
 
２．情報の保存および保管に関する体制 
  取締役会は、職務の執行に係る情報を文書または電磁的記録により保存および保管する場合の管理体制について「文書情報管理基本規程」
  を整備する。 
  取締役および従業員は、「文書情報管理基本規程」の定めるところにより、職務の執行に係る情報を文書または電磁的記録による方法により 
  保存および保管する。 
 
３．リスク管理に関する体制 
  取締役は、当社グループのそれぞれ担当部署において、継続的に事業等のリスクを評価・識別・監視する。取締役は、当社グループの 
  業務執行に係る種々のリスクとして、リスクの評価・識別・監視の重要性を識別し、適切なリスク管理体制の整備ならびにその運用・評価の 
  ための体制を整備する。 
  取締役は、当社グループのそれぞれの担当部署において、継続的に事業等のリスクを評価・識別・監視するとともに、新たに生じたリスクに 
  ついては速やかに対応責任者を定める一方で、当社グループの業績、財政状態および株価に影響を及ぼす可能性のあるリスクについては、
  取締役会および監査役会に報告する。 
 
４．職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
  代表取締役は、定例の取締役会を月1回開催するほか、必要に応じて適宜臨時の取締役会を開催する。また、毎月常勤の取締役ならびに 
  執行役員等が出席する経営会議を開催し、当社の重要事項について審議する。 
  取締役は、毎期当初に収益性に関する数値目標を含む利益計画の設定を行い、月次で目標の達成状況を確認することによって、取締役の 
  職務の執行の効率性を確保する。 
 
５．企業集団における業務の適正を確保するための体制 
  取締役は、各種規程を整備し、責任あるガバナンスが確保できる体制を整えるとともに、重大な法令違反、その他のコンプライアンスに関する
  重要な事実を発見した場合は、遅滞なく取締役会において報告するものとする。 
 
６．監査役の職務を補助する使用人に関する事項 
  監査役は、監査役の職務の執行を補助するために監査役事務局を置くことができる。監査役事務局の人事に係る事項は、取締役会の決定に
  より定める。取締役は、監査役事務局の従業員の業務執行者からの独立性の確保に留意する。 
 
７．監査役の監査に関する事項 
  監査役は、監査役会において定めた監査の方針等に則り、取締役会等の重要会議に出席するとともに、取締役等から職務執行状況の聴取
や 
  重要な決裁書類等の閲覧、社内各部門や重要な子会社の業務および財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務の執行を監査する。 
 
８．監査役への報告に関する事項 
  取締役および従業員は、監査役または監査役会に対して、法律に定める事項、内部監査の結果、内部通報制度による通報の状況および 
  内容、その他全社的に影響を及ぼす重要事項について、遅滞なく報告するものとする。 

明星電気グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み一切の関係を持ちません。 
また、同勢力からの不当な要求に対しては、警察等の外部専門機関と緊密な連携関係のもと、取締役および関係部署が一致協力して組織的に 
対応し断固としてこれを拒絶いたします



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 なし

――― 

倫理・法令を遵守し、社会の信頼に応える企業活動をより一層推進するため、取締役を委員長とするコンプライアンス委員会の設置および 
内部通報制度の「明星コンプライアンス・ホットライン制度」を導入しております。 
また、「個人情報の保護に関する法律」を遵守するため、個人情報の適切な取り扱いにかかる体制を整備し、全社員への周知徹底に取り 
組んでおります。 


